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令和元年９月26日（木曜日）

午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

総合政策部

１．各市町村の人口の状況について

２．移住・ＵＩＪターンの取組について

３．若者の県内定着に向けた取組について

○協議事項

１．県外調査について

２．今後の委員会について

３．その他

出席委員（12人）

委 員 長 武 田 浩 一

副 委 員 長 佐 藤 雅 洋

委 員 井 本 英 雄

委 員 中 野 一 則

委 員 濵 砂 守

委 員 日 高 博 之

委 員 安 田 厚 生

委 員 太 田 清 海

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 井 上 紀代子

委 員 有 岡 浩 一

委 員 日 髙 利 夫

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 渡 邊 浩 司

県参事兼総合政策部次長
松 浦 直 康

（政策推進担当）

総合政策部次長
小 堀 和 幸

（県民生活・文化祭担当）

総 合 政 策 課 長 小 倉 佳 彦

中山間・地域政策課長 日 髙 正 勝

産 業 政 策 課 長 米 良 勝 也

みやざき文化振興課長 日 吉 誠 一

商工観光労働部

雇用労働政策課長 川 端 輝 治

教育委員会

高 校 教 育 課 長 児 玉 康 裕

事務局職員出席者

政策調査課主査 持 永 展 孝

議 事 課 主 査 井 尻 隆 太

○武田委員長 それでは、ただいまから人口減

少・地域活性化対策特別委員会を開会いたしま

す。

本日の委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付の日程案をごらんください。

本日は、総合政策部から、各市町村の人口の

状況について、移住・ＵＩＪターンの取り組み

について、若者の県内定着に向けた取り組みに

ついて、説明いただきます。

その後、委員会の県外調査等について御協議

いただきたいと思いますが、このように取り進

めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○武田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため暫時休憩いたします。

令和元年９月26日（木曜日）
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午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○武田委員長 委員会を再開いたします。

本日は、総合政策部に御出席いただきました。

執行部の皆様の紹介につきましては、お手元

に配付の出席者配席表にかえさせていただきた

いと存じます。

それでは、概要説明をお願いいたします。

○渡邊総合政策部長 おはようございます。総

合政策部でございます。どうかよろしくお願い

いたします。

お手元に人口減少・地域活性化対策特別委員

会の資料をお配りしております。表紙をおめく

りいただきまして、左側の目次をごらんいただ

きたいと存じます。

本日は、ごらんの３点、各市町村の人口の状

況について、移住・ＵＩＪターンの取り組みに

ついて、そして最後に若者の県内定着に向けた

取り組みについて、この３点につきまして御説

明をさせていただきたいと思います。

詳細につきましては、担当課長のほうから説

明をさせていただきます。

私のほうからは以上でございます。

○日髙中山間・地域政策課長 中山間・地域政

策課でございます。

委員会資料の１ページをお願いいたします。

各市町村の人口の状況について、でございま

す。

６月の本委員会におきまして、統計調査課か

ら各都道府県において人口が県全体の人口比で

１％未満となる市町村がいくつあるかという資

料を御説明差し上げましたけれども、委員より、

人口減少等について視覚的にわかりやすい形で

資料を提示してほしいという御意見をいただき

ましたことから、今回、当該資料を準備させて

いただいたところでございます。

まず、左上の（１）ですけれども、2010年（平

成22年）と比較しました2015年（平成27年）の

人口増減率を市町村ごとに色で表しております。

県全体では、この５年間に2.7％の人口が減少

しておりますが、ピンク色で着色しております

宮崎市、三股町、綾町、木城町では増加をして

いるということになります。

右上（２）の地図につきましては、2015年の

人口を１としたときに、2045年の人口がどの程

度になるのかという比率別に着色をしたもので

ございます。

全市町村において現状よりは減少するという

ことですけれども、中でも県北の山間部、えび

の市、串間市で大きな減少が見込まれていると

いうことでございます。

左下の（３）の地図は、県全体の人口に対し

１％未満となっている10市町村を図示しており

ます。これを見ますと、１％未満となっている

市町村は、先ほどの右上の地図で減少幅が大き

くなっている山間部に多く存在しているという

ことがわかるということになります。

右下の（４）の地図ですけれども、これは国

土交通省が公表しております縦横１キロメート

ル四方で区切った正方形の中にどれぐらいの人

が住んでいるかという１キロメッシュの人口を

地図上に落としたものでございます。

大変見づらくてちょっと申しわけないんです

けれども、それぞれの市町村の中のどこに集まっ

て住んでいるかということがわかるようになっ

ておりまして、これを見ますと主に役場の周辺、

幹線となる国道の周辺に居住者が集まっている

ということが見てとれるということでございま

す。
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市町村の人口についての説明は、以上であり

ます。

２ページをお願いいたします。

移住・ＵＩＪターンの取り組みについて御説

明いたします。

１の平成30年度の移住実績についてでありま

す。

県及び市町村が移住相談窓口など公的な施策

により把握した移住世帯数等を合計した県全体

の移住実績につきましては、平成30年度が471世

帯、847人となりまして、平成27年に、東京と宮

崎にＵＩＪターンセンターを設置しまして以降

の増加傾向から、やや伸びが落ち着いてきてい

るという状況にございます。

なお、米印に記載しておりますけれども、一

応、本県では本人や家族の意思に基づいて定住

することを目的に、県外から県内に生活の拠点

を移すことを移住の定義としておりまして、勤

め先の都合による転勤ですとか、本県の暮らし

が一時的なものと考えられます進学による転入

などは集計から除いているということでござい

ます。

その下の２つの表につきましては、平成30年

度の移住世帯の年代別内訳と移住前の居住地の

地域別内訳を記載しております。

年代別では、30代が最も多く149世帯、次いで20

代の148世帯、その次が40代の82世帯となってお

ります。

地域別としましては、九州・沖縄からの移住

者が最も多く153世帯、次いで関東の152世帯、

その次が近畿の80世帯というふうになってござ

います。

次に、下の表の市町村別内訳についてであり

ますけれども、平成28年度から平成30年度まで

の実績を市町村別に記載しております。

直近の平成30年度では、最も多いのが宮崎市

で147世帯、次いで都城市の60世帯、日南市の45

世帯というふうになってございます。

３ページをお願いいたします。

移住理由についてでありますけれども、この

表は、昨年度の移住実績471世帯につきまして、

県の相談窓口で把握できました主な移住理由を

集計したもので、一番左の項目から多い順に掲

載をしております。

県全体では、最も多いのが就職を理由とした

移住世帯130世帯、次いで就農59世帯、Ｕターン37

世帯となっておりまして、また、サーフィンで

すとか漁業に従事したいという方も５番目に多

い理由というふうになってございます。

次に、２の移住支援金事業についてでありま

す。

この移住支援金につきましては、内閣府が東

京圏への一極集中の是正と地方の担い手不足解

消のために創設したものでございますけれども、

国の地方創生推進交付金の交付対象となります

移住支援金事業に加えまして、県独自の取り組

みによりまして、支給対象者を拡大して実施す

るものでございます。

（１）の事業概要の表をごらんください。

目的は、本県への移住促進と地域の人材確保

でございますけれども、支給金額は、２人以上

の世帯には100万円、単身者には60万円を支給す

るということでございます。

実際の申請の受付と支給事務は、各市町村が

行うこととしております。

①が地方創生推進交付金を活用しました全国

共通のメニューでございまして、対象者は、移

住前に東京23区内に５年以上居住または通勤し

ていた方で本県への転入後に、県のマッチング

サイトに掲載した求人（企業・法人）に応募し
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て就職された方ということになります。

国、県及び市町村の負担割合は記載のとおり

でございまして、予算上の見込み件数は、世帯35

件、単身25件でございます。

次に、②が県独自支援分として実施するもの

で、移住前の居住地域を東京圏に限らず、全国

に拡大するとともに、移住後の就業につきまし

ては、本県には、企業の少ない中山間地域も多

いということもございますので、マッチングサ

イトによる企業・法人への就職だけでなく、自

営で農林漁業に従事した方や個人事業者に就業

した方も対象とすることとしております。

この分の予算上の見込み件数は、世帯55件、

単身50件でございます。

次に、（２）の実施状況等でございます。

県内各市町村は、予算措置や実施要領整備等

の準備を完了した市町村から申請の受付を開始

する予定でございますけれども、県が事業概要

を公表しました本年７月22日以降に、本県に転

入された方が支援金の対象とになっておりまし

て、その方たちが転入３カ月後から申請できる

ということとしておりますので、一番早い方で10

月22日以降に申請するということになってござ

います。

②でございます。今後の取り組みとしまして

は、都市部で開催します移住相談会ですとか新

聞広告掲載等によりまして、全国の方に移住支

援金をＰＲするとともに、相談員やコーディネ

ーターによる相談対応の充実、支援金対象企業

の掘り起こし等をすることとしております。

本事業を通じまして本県への移住を後押しす

るとともに、地域の担い手不足の解消につなげ

てまいりたいと考えているところでございます。

私からは以上でございます。

○米良産業政策課長 それでは、資料の４ペー

ジをお開きください。

若者の県内定着に向けた取り組みについて御

説明をいたします。

まず、１の高校生・大学生の進学・就職の動

向についてでございます。

中ほどのイメージ図でお示しをしております

ように、毎年約１万人が県内の高校を卒業して

おりますが、その半数程度が進学や就職で県外

に転出している状況にあります。

また、下段の表にありますとおり、高卒者の

直近の県内就職率が57.9％と徐々に向上してい

る一方で、県内大学等の卒業生の県内就職率は

４割台前半をほぼ横ばいで推移しております。

さらに、一番下に高卒者の県外への進学・就

職地域を棒グラフでお示ししておりますが、進

学先としては九州・沖縄地域が最も多く、就職

先では関東地域が最も多いという結果となって

おります。

次に右側の５ページをごらんください。

高校生・大学生等が県外への就職を希望する

理由や決定時期、また、その後のＵターンの可

能性等について、県が昨年度実施いたしました

アンケート調査の結果をもとにまとめたもので

あります。

なお、別冊で若者の県外流出要因等調査結果

を配付いたしておりますけれども、本日は、こ

の委員会資料において主なものを御説明をさせ

ていただきたいと存じます。

まず、上段にありますとおり、これから就職

活動を行う大学生に卒業後の就職希望場所を聞

いたところ、県内の大学生のうち県内出身者は

県内、県外出身者は県外が最も多くなっており

ますが、県外の大学に進学した学生であっても

３割強が県内を希望しておりますことから、こ

れらの学生に県内の就職環境をしっかりと理解
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していただくことで、県内に戻ってきてもらえ

る可能性が高まるものと考えております。

右側は県外を希望する理由ですけれども、大

学生では給与水準、高校生では親元を離れて自

立したい、が多数を占めております。

次に、下段左の円グラフになりますが、県内

・県外のいずれに就職したいか決めた時期につ

いては、大学在学中が最も多くなっております

が、３割以上の学生が中学・高校の在学時と回

答しており、中学・高校段階でのキャリア教育

等の充実も重要と考えております。

また、その右の棒グラフにありますように、

大学生・高校生ともに保護者の意見が就職先の

選択に大きな影響を与えているという状況も伺

えますことから、高校生はもとより、大学生に

ついても保護者への情報提供など、アプローチ

を強化していく必要があるものと考えておりま

す。

１枚おめくりをいただきまして、６ページを

お願いいたします。

県外就職後のＵターンの可能性等についてま

とめたものであります。

まず、上段左の円グラフにありますとおり、

県外就職を希望している大学生で約３割、その

うち県内出身者では５割を超える学生が、将来

Ｕターンする可能性ありと回答しております。

また、右側の円グラフですが、既に県外で働

いている本県出身者でも、３割程度の方はいず

れ県内に帰りたいという意向を示されておりま

す。

さらに、下の段の左の棒グラフを見ていただ

きますと、現時点では、Ｕターンを考えていな

い方であっても、給与水準や住環境等が整備さ

れればＵターンを検討する可能性があると回答

されていることから、引き続き県内の環境整備

を進めていく必要があろうかと考えております。

また、このようなＵターンの可能性ありと回

答された方々を含め、県外に向かいまして本県

のＵターン関連情報を随時発信しているところ

でございますが、右下の円グラフにありますと

おり、約７割の方はこれらの情報を認知されて

いないという状況にあります。

今後、さらに県外に進学・就職した本県出身

者とのネットワークづくりに努めまして、しっ

かりと情報を届けられる仕組みを構築していく

必要があろうかと考えております。

次の７ページをごらんください。

これまで御説明したような状況も踏まえまし

て、若者の県内定着促進に向けた主な取り組み

を整理したものであります。

まず（１）は、当初予算に計上しました取り

組みを取りまとめております。図の縦軸は、平

成29年12月に策定いたしました産業人財育成・

確保のための取組指針の３つの柱、横軸は対象

者となっております。

まず、１つ目、「みやざきを理解し、みやざき

の将来を担う人材の育成」の取り組みといたし

まして、起業人材やグローバル人材を育成する

多様なインターンシップ、中学校に地域の方を

招いて仕事や地域の魅力を伝え、考えさせるキャ

リア教育、大学と地域との連携や林業大学校の

開講など、高等教育機関における体制の充実な

どを実施しているところであります。

また、２つ目の「働く場所の魅力向上」とし

て、県内企業と連携して、企業に就職した社員

の奨学金返還を支援する取り組み、それから医

師や看護師などを目指す学生への修学資金の貸

与等に取り組んでおります。

最後の３つ目の「『みやざきで暮らし、みやざ

きで働く』良さの創出とＰＲ」としまして、高
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校生向けの合同企業説明会や、東京・大阪・福

岡での就職説明会、女子大学生を対象としたセ

ミナーや女性視点のＰＲ動画作成など女性の定

着支援、それから県内就職を支援するコーディ

ネーターの配置や学生、保護者等に対する情報

発信などに取り組んでいるところであります。

下の（２）は、今年度の６月補正予算で設置

いたしました30億円の人口減少対策基金を活用

いたしまして、さらに強化や加速化させていく

主な取り組みを整理したものであります。

まず、１つ目の移住・ＵＩＪターン、定住の

促進といたしまして、東京圏を初めとする県外

からのＵＩＪターン者に対する移住支援金の給

付、施設園芸や果樹など、中山間地域でも収益

が期待できる品目を核とした就農・定着の一体

的支援などを実施しているところであります。

次の人財の育成・確保といたしまして、都市

部で生活する本県出身の若者等を対象としたイ

ベントなど情報発信の強化、働き方アドバイザ

ーによる女性や高齢者が働きやすい職場づくり

の推進、全市町村でのキャリア教育推進体制を

確立するためのコーディネーターの増員や中学

校段階からのキャリア教育の強化などを進めて

まいります。

また、産業の魅力を高めるためのＩＣＴ化と

いたしまして、農業の就業環境の改善を図るた

め農業機械の自動運転などスマート化の実証、

介護分野では、負担の大きい記録作成業務等の

ＩＣＴ化などにも取り組んでまいります。

今後とも、若者の意識や動向等の把握に努め

ますとともに、企業や学校、大学等の関係機関

との連携を密にしながら、若者の県内定着の向

上に取り組んでまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○武田委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら発言をお願い

いたします。

○中野委員 ４ページのイメージ図ですが、県

外大学等への進学者数が3,341人、大学等進学者

全体の70％もあるんですが、この人たちの就職

先というのはわからないわけですか。

○米良産業政策課長 この県外の大学に進学し

た者が、その後どういうふうになったかという

ところは統計としてつかめていないところでご

ざいます。

○中野委員 非常にこのウエイトが大きいとい

うか、数値も大きいので、その辺も調べられた

ら調べてほしいという気がしました。

それから、質問は飛び飛びでいいですか。委

員長、質問します。

○武田委員長 はい。

○中野委員 ６ページの下の棒グラフ、Ｕター

ンの意向はないが条件が整えば検討するという

中で、給与水準という条件が整えば検討すると

いうことですが、これが51.8％もあるんです。

非常に大きな数字ですが、この給与水準とは何

ですか。水準が高ければいい、というふうに理

解するんですが、それなら何をもってどこで判

断して、県内にこれに該当する水準があるとい

えるんですか。もうなければ、その水準であき

らめるということになりますよね。その辺に関

する情報を余り見たことがないけれども、Ｕタ

ーンを希望する、検討する人たちにしっかりア

プローチしたら、宮崎県にはこういう給与水準

がある、と来るんです。現実は宮崎県の給与水

準が合ってなくて県外に就職している人たちで

すから、この図は、その人が今からどうＵター

ンを検討するかということですので、現実はも

う県外におる人でしょう。ここに書いてあるけ

れども、この給与水準とは具体的にはどういう
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ことなのか、説明をお願いします。

○川端雇用労働政策課長 新卒で就職するとき

は、学卒での初任給というのが求人票の中に書

いてあり、その時点でまず格差がありまして、

初任給では宮崎県と東京の企業では１割から２

割ぐらいの差がございます。そういった求人票

を見て学生も判断をしているというところだと

思います。

○中野委員 もう少しわかりやすく説明を。こ

の検討をするかもしれない人たちは、宮崎県の

給与水準は低いと思っているから帰って来ない

んでしょう。宮崎県は実はこうだと、水準が高

い企業もあるとか、具体的に何か取り組みがで

きないんですか。現状はもうあきらめざるを得

ないというふうに見ればいいんですか。ここは

大きなウエイトがあるんですよ。

○川端雇用労働政策課長 求人のところでは、

やっぱり企業それぞれの初任給しか出ていない

ものですから、それを見ていただくことで判断

していらっしゃる。中には給与水準の高い企業

も県内にはございますので、もちろんそこを見

られて戻って来られる方もいらっしゃるとは思

いますが、ちょっと実情はよくわかりません。

○中野委員 ここは県が政策を説明する場じゃ

ないんですか。人口減少対策基金を30億円も積

んで、これから人口減少対策をしよう、それで

地域で活性化をしよう、そして、あの基金の目

的は、人口はやっぱり減るけれどもそれを抑制

しようというのが大きな狙いだったんですが、

ここではかわるがわる、いいことを書いている

けれども、これではインパクトがないです。幾

ら人口減少を抑制しようとも、ただの成り行き

でやってるんですか。ＵＩＪターンを含めて宮

崎に帰ろう、来ようという人たちに、何とかし

て本当にこの人口減少を抑制して歯どめをかけ

てもらって、できたら人口を上向かせると、日

本全体の人口は減るけれども宮崎県はふえてい

ますという宮崎モデルをつくれと、知事にもこ

の前質問をしたつもりなんですが。

我々も数年前、人口がふえるというところで

調査をしまして、以前の国勢調査で、トカラ列

島の十島村の人口の伸び率が、日本で２番目に

なったということで見に行きました。私は行っ

て、こんなところには住みたくないと思いまし

た。もう今から９年前のデータなので、来年度

の国勢調査ではどうなるかわかりませんが、そ

れでも何かがあって、それで非常にふえたとい

うインパクトがあったということです。やっぱ

り村はそれなりに一生懸命対策をしました。も

う真剣に説明をされました。役場は鹿児島市内

にありますから、１日かけてトカラ列島に行き

ました、宝島まで。

また、いろんな資料で中国地方のどこそこは、

中部地方のどこそこは、といろんな先進地を目

にします。各自治体が努力をされて、実際は人

口がふえましたとか、一方で減っているところ

もある中で、大事なのは県としてどうするかで

す。私は何としてもその取り組みをやりたい、

しかし全県的にはできんから、どっか市町村を

決めて、例えばせっかく正副委員長がいるから、

委員長の串間市、それから副委員長の日之影町、

言い出した中野のえびの市、この３つぐらいを

ターゲットにして、特別にモデル事業として何

かやってほしいと思うんです。そして、人口減

少を抑制する、そして、できたらふやしてもら

いたい、何かそういう具体的な政策でこれに取

り組もうという気持ちがないと、30億円がむだ

になります。まだ30億円じゃ足らんのですから、

積み増しをしてやってほしいと思うんです。

○米良産業政策課長 委員おっしゃるとおり、
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今現在の給与水準という意味では、例えば全国

平均と比較をしたときにはどうしても数字とし

ては劣ってしまうという状況がございます。そ

ういったことから、一つは、その企業事業者の

事業収益の向上といいますか働き方改革であっ

たり生産性の向上の支援であったり、そういっ

たことを行いながら企業支援を行うということ。

それから、そういったことで事業者の体力をつ

けていただきまして、そういったものを給与水

準の改善につなげていただくよう働きかけを行

うと、また給与だけでなくて、宮崎で働くこと

の意義であったり住みやすさであったり環境の

よさであったりとか、そういったこともあわせ

てアピールをしながら総合的に今取り組みを進

めているというところでございます。

○中野委員 この３ページに移住の理由が就職、

就農、いろいろ書いてあるけれども、これは本

当にこういう移住政策に取り組んだ結果に伴う

回答なんですか。市町村の結果も宮崎市が平成30

年度は147人とあったが、この政策によって147

人になった数字なのか。本当の効果というのは、

こういう政策をやったらこういう人たちがＵＩ

Ｊターンで来たという数字ですよね。就職にし

てもたまたまこっちに就職先があったから帰っ

てきました、また会社の都合で県外に行くかも

しれません、それもそうなのか知りませんが、

何か地についた政策をやってほしいと、こう思

うんです。

それで、さっき給与水準のことを言いました

が、何年経っても宮崎県は最低賃金だとこの前

の常任委員会でも言っておきました。鹿児島県

は今最低だけれども、これじゃいかんと思って、

ちょっと他県を調べて宮崎を見て、これは国の

案件だといいながら、実際には何か横の連携を

とっているんだと思うんです。それで九州・沖

縄おしなべてまた全国最低ですよね。まとめて

集団で最低水準だから、宮崎県が給料が高いと

いうイメージは余りないですよね。１県だけ低

いと、そこだけ低いというイメージがある。昨

年までは47番目が鹿児島県だったから、鹿児島

県はあわててそんなふうにしたんだと思います。

何か九州もお互いに給与水準がばらばらになっ

て、ほかの県は、四国なんかも４県ばらばらで、

東北は北部３県がまとめてあるだけ、ほかはば

らばらなんです。九州はいい意味で競争しても

らって、そこで最低賃金の競争をしていく。給

与水準で決める、検討したいという人がこんな

にいるんだから、もっとその辺の待遇のことも、

待遇は給与面だけでなくて福利厚生やら環境面

やら、いろいろあって帰って来ると思うんです。

それをプラス材料にして何かインパクトのある

もの、特にそういうところでも、我々が調査し

てびっくりする給与をもらっているきちんとし

た県内の企業もありますよね。県内にもこうい

う企業がありますということを、もっともっと

そういう人たちの目に届くようにやる。県庁や

市町村はみんな知っているから、試験を受けま

す。田舎では給与も安定して、うんと高いほう

だから倍率は高いでしょう。一般の企業でもそ

ういう形で競争させる。そうすると優秀な人材

もそろってレベルも上がる。企業のレベルが上

がれば、一段といい成績になって、一段とまた

利益がふえて、そしてまた給与水準も上がると

いうことで好循環になると思うんです。何かこ

う具体的な取り組みをしてほしい、こういう思

いでいっぱいです。何かご意見があれば。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） この

問題はなかなか扱いが難しいというか、どのよ

うに踏み込んでいったらいいのかというところ

が非常に難しい部分があるのかなというふうに



- 9 -

令和元年９月26日（木曜日）

思っております。

御指摘のとおり、確かに給与水準と一口に言っ

たときに、例えばある程度の年齢になって、やっ

ぱりふるさとに帰りたいという人たちは生活が

ある程度できればいいというような考え方の方

もたくさんおられると思います。そういった方

々にこんな働き方があるんですというのを提示

できる、そういう情報がしっかり集約できてい

るかということになってくると、なかなかそこ

まで行っていない部分があるのではないかとい

うところも一つあると思っております。

それから、大学などを出て県内就職を考えた

いという形が今できているかということになっ

たときに、県内の企業でこういうところがあっ

て、こういうような待遇ですというところを的

確なタイミングで届けられているかということ

になってくると、なかなかそれもそんなにうま

く回っている状況ではないというふうに思って

おります。今、我々がしっかりやっていかなきゃ

いけないと思っておりますのは、そういう企業

の情報というのをしっかり集約をして、ちゃん

と情報が返ってくるんだというところをつくる、

そしてそれをちゃんと認識してもらうという形

をつくっていきたいということを思っておりま

す。それが一つの情報を届ける仕組みを構築し

ていく、ということではないかなと思っており

ます。

こういったことについて経済団体の皆さん方

とも話をしているところでありまして、団体そ

のものとしてはそういう方向で一緒にやってい

きたいというお話はいただいているところでご

ざいます。

具体的にどのように情報集約をしていくのか、

あと届け先をどうつかんでいくのか、というと

ころはかなり地道なことになっていく、という

ふうには思いますけれども、それをやらないと

次に進まないといったことがありますので、そ

ういったことをしていきたいというところでご

ざいます。

それから、アンケートの中では、やはり学生

さんたちも、保護者の意見というのはある程度

聞くと、そのとおり行動されるかどうかはわか

りませんけれども、かなり有効な手立てなんだ

ろうというふうに考えております。

例えば、インターネットやＳＮＳみたいな形

で情報を届けて、そこで見るかといいますと、

なかなかそこまで行動されていないような状況

も少しあるようでございますので、地道なネッ

トワークを広げていくというような取り組みと

いうのはやはり必要ではないか、というふうに

思っております。そういった意味で、これはも

う既に始めておりますけれども、県外にそういっ

たコーディネーターを置いたり、そして地道で

はありますけれども、大学の中でネットワーク

をつくっていく、というような取り組みをしっ

かりやっていくというところが必要であろうと、

当面の一番の課題はそういった情報を届けてい

く、そのための仕組みをつくっていく、という

ことだと考えているところでございます。その

中で、企業にも給与や待遇といったものを、しっ

かり考えていただくという形にもっていきたい、

と思っております。

○中野委員 もう一言言わせてください。

この４ページの図です。このいわゆる高校生

から大学、そしてどこに就職するかという図で、

高校を出て就職する人が幸いに県外よりも県内

のほうがふえた、県内の大学でも意外と県内就

職の人がおります。だから、県内の高校、県内

の大学の皆さんは特にいつも県内にいるわけで

すから、そこに情報をどんどんやって県内就職
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を促すように、ぜひしてほしいと思うんです。

そして、この県内の高校で県内に就職するの

は約58％、少しずつふえて、これがずっと他県

みたいに就職する人が70％、80％になってほし

いと思うんです。ところが、もともと高校がな

くなれば大変なことになりますから。元も子も

ないようなことをしている政策じゃだめです。

教育委員会は県立高校教育整備計画の次期計画

について検討中です。今の計画期間は４年間あ

るのに、前倒しをするというんです。もう３年

間しかないんです。どういう内容になるかわか

りませんが、他県を調べたらもうそういう制度

がないところもあるんです。鹿児島県も大分県

も宮崎県みたいにしていたけれども、高校を潰

していけば、もう自然減どころじゃなくて社会

減につながるということで、今、中止をしてい

るんです。だから、宮崎県もそういう１クラス

になろうが、子供がいる間は学校を潰さないと

いう基本姿勢を総合政策部がきちんと教育委員

会に示す、そして教育委員会制度も変わったん

だから、知事が率先してやってほしいと思うん

です。そのことが県内就職にもつながるんだと

思うんです。

飯野高校も福島高校もなくなれば、地元には

若者が誰もいなくなります。ほかの学校に行け

ば、そのままになる。学校のない子供の地域、

入郷地域や西米良村や西臼杵郡の一部は、高校

がないから中学校を卒業して進学で外に出る、

親御さんも一緒に移住するからぐっと人口が

減ったんでしょう。そして、その人たちは役場

に合格したら帰るぐらいで、あとはよほどのこ

とがない限りは帰って来ないです。一部は帰っ

て来るけれども、ほとんど帰って来ないです、

親御さんも。だから、高校を潰してはいけない

んですよ、もともと人口が減っているんだから。

定員割れをするのは、もうこれは仕方がないん

です。県内全体を見ても、定員割れをする高校

のほうがウエイトはうんと多いんですから。

だから、どうしてもその政策で高校は存続さ

せる、そのことが県内就職につながり、人口減

の抑制にもなる、基金の目的は抑制ですから

ね。30億円を教育委員会で全部使ってください。

そのぐらいのインパクトのある政策をしてほし

いと思うんです。そういうようなことをぐだぐ

だ一般質問で言いたかったけれども、あれもこ

れも言ったものだから、余りぴりっとした質問

ができませんでしたけれども、思いはそういう

ところでした。

そういうことで、まず社会減にならないよう

に、社会減を防げば、おのずからそこに子供も

残ってやがて結婚していく人もおるわけやから、

そうするとその人が子供を産むということで自

然増もあるわけですから、自然増にはならんか

もしれんけれども、子供はいっぱい生まれてい

くということになりますよね。何かそういう政

策をがーっとやってほしいと思います。今のス

タッフならそれができると僕は思っています、

皆さん方頑張ってください、お願いします。

これは要望にしておきます。

○井上委員 １ページの各市町村の人口の状況

について、これを見て総合政策部が今後市町村

をどういうふうな形にしていこうと考えている

のか、ここでは分析された内容が図表化された

ものしか残っていない。ここが一番わからない

ところで、何度も私も申し上げているけれども、

増田レポートで言えば、将来的に2040年にはも

う自治体が半分に減ると言っているわけだから、

地域がどのような形になっていくのかというの

を見越して対策していかないといけないと思う

んです。
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将来こうなりますと、人口がこれだけ減りま

すということは、もう理解されている。では、

将来的にそこに住み続けられる生活圏というの

をどうつくっていくのかというのを何度も言っ

ているわけで、この具体性はどうなっているの

か、それを私はまだ一度も明確に見せてもらっ

たことがない。それぞれの自治体を、小さな市

町村をどういう形にしていくのか。

だから、さっき中野委員が熱心に言われたよ

うに、地域に必要な教育や医療や雇用とかとい

うものは、やっぱりある程度の形を持って、人

が住み続けられるような状況にしていかないと

いけないわけです。そこが、私たちにも見えな

い。そして当初予算で68億円ですか、補正予算

で30億円、約100億円使うわけだけれども、30億

円で少しずつ金は入れているけれども、その効

果がきちんと出てこない。

この前、委員会で高千穂町、日之影町、五ケ

瀬町、椎葉村へ行かせていただいたわけです。

各市町村とも、自分のところはすごく丁寧によ

くやっておられるんです、介護体制にしても。

でも、例えば西臼杵であれば、高千穂町を中心

にするなりという形になるかもしれないけれど

も、将来的にどういう地域にしていくのか、そ

こに住み続けられる生活圏をどう持って来るの

か、その具体性がないと。確かにＵターンして

いただきたい、移住していただきたい、あるい

は若者が外に出ないようにするにはどこに雇用

のダムをつくるか、この前の知事の県政報告会

の中では宮崎市というのが出ましたけれども、

だからそういうダムというのをちゃんとつくら

ないといけないわけです。市町村の役割という

のもきちんと示さないと、そしてどの企業をど

のように誘致するということも含めて、考えら

れたものを示して、宮崎県が将来こういう形に

なった場合に、これぐらいの人口を確保できる

というのが、私たちでも見えるようにしないと。

同じこと、同じような政策をずっとやっていて

も実際に効果がなかったというのはもう今の状

況でわかっているわけだから、それは我が宮崎

県だけじゃないとは思いますけれども。でも、

やっぱり知恵のある金の使い方と知恵のある政

策の打ち方をしないと、効果ってなかなか出て

こないんじゃないですか。だから、あなたたち

が言った、いわゆる住み続けていける生活圏と

いうのは、市町村がどういう形をとった場合な

のか、市町村にもあなたのところにはこういう

役割があります、ということを言わないと、き

ちんとやらないです。今のリーダーの人たちだ

けでこそこそと話されているだけでは、将来的

にこういう形になっていったほうがいいなとい

うことは、なかなかうまくいかないと思います。

例えば、延岡市は延岡市だけを、自分たちの

ところだけを見ていると思うんです。じゃあ、

一方でこっちの山のほうの人たちのことはどう

考えているのか、少しもそういうのが出てこな

い。やっぱりある程度、宮崎県の市町村をどう

していくのかということが見えてこないと。そ

こで今の町の形を崩せばいいと言っているん

じゃないです。医療機関はこんなふうにしたほ

うがいいとか、教育機関はこういうふうにした

ほうがいい、先ほど高校をなくすなとありまし

たが、なくさない方法としてどうするのか。全

部延岡高校に行けというのはおかしいと思うん

です、そういう言い方は。だから、地域の高校

をどうやったら残せるのか、ちゃんと教育と医

療と雇用を含めて、地域の中で必要なものにつ

いてきちんとまとめる。市町村の形を崩せと言っ

ているんじゃないですから、一つ一つの市町村

が、─ここでは小さい町村ですけれども、町
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村が無理やり持たなくてもいいものは整理をし

ていく形で大きくしていく、そしてそこで暮ら

しやすい、そこに住みやすい状況をつくってい

くということが大事なんじゃないですか。

この前、日之影町に行きましたときに、若者

が起業しておりました。私は、今の親たちが先

見の明があるとはとても思えないから、その考

えで宮崎に残るということは余り考えられない

と思っているところなんですけれども、ちゃん

と帰ってきた日之影の若者たちなんかは、もう

一つプラスアルファで必要なものは教育ですと

おっしゃっていました。Ｕターンでこっちに帰っ

てくるのに、妻を説得するのに必要なのはやっ

ぱり教育です、としっかりとおっしゃっていま

した。でも、自分が生活していく方向性はちゃ

んとわかっているわけです。日之影から発信し

て、そこで儲かりながら生活していくための知

恵を持ちたい、と言っているわけですから。だ

から、幾らＵターン政策をとったとしても、やっ

ぱりそこで生活していく先のプランがない人は

なかなか難しいと思うんです。農業についても

林業についても、全てそういうものがないとだ

め。でも、それを迎え入れる側がきちんとした

そういう体制がとれているかどうかです。日之

影町だけで介護関係のことをあれだけ丁寧にや

られてますが、じゃあ３町一緒になったらどう

なるのか。やっぱりきちんとしたそういう政策

的な提案や提起も含めて、市町村と話してもら

わないと、今回も100億円ですけれども、幾ら金

をかけても、そのお金が生きて形になって返っ

て来ないという状況になると思うんです。だか

ら、政策があってないがごとく、常に同じよう

な政策をやっていて効果がないという形になっ

ていくのではないか。中野委員もそれをおっ

しゃっていましたけれども、やっぱり政策に変

化が出てこないと、結果も出てこないと、なか

なかちょっと難しいのかなというのがあります。

人口減少問題に性急な結果というのはないとは

思うけれども、でもやっぱり少なからず、考え

方を少し変えてもらわないと、固定的なものの

考え方でやられると絶対効果はないというふう

に言わざるを得ない、と私はそのように思って

いるんです。

○渡邊総合政策部長 井上委員からこれまでも

いわゆる圏域の考え方とかそういったことの御

質問をいただいているところであります。

最初に、委員からダム機能というお話がござ

いましたけれども、やはりこのダム機能を果た

すものとしては、いわゆる県内の３大都市、宮

崎市、延岡市、都城市、このあたりが医療や教

育などの、いわゆる高度な都市機能を３市が担

うものではないのかなというふうに思います。

あわせて、県内には８つのブロックがありま

すけれども、それも歴史的な、あるいは地理的

な流れでできているものであります。そういう

従来からの８つのブロックでいろんなことを、

─全ての自治体で例えば同じ箱を持つという

のはどうかなというものはありますので、そこ

はいろんな圏域で議論をしながら、例えば体育

館であればどこかの市町村に特化した形でスポ

ーツ機能は担ってもらうし、公立病院について

はいずれかの市町村で集約をするとか、そういっ

たことを考えていくということも必要だと思っ

ています。

そういう中で今までと違う新しい取り組みと

して私どもが考えておりますのが、前回もちょっ

とお話を申し上げましたけれども、「宮崎ひなた

生活圏」というものを打ち出そうとしておりま

す。従来の役場を中心としたところで診療所機

能ですとか、ちょっとした商店街とか、そういっ
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たものを設けて、ある程度集約すべきものは集

約をした上で、そこから少し離れた集落につい

ては、デマンド交通ですとかコミュニティバス

などで来ていただくことで、集約をされたとこ

ろとをつなぐ、そういうマクロ的な取り組みか

ら、そしてミクロ的な取り組みというものを総

合的に考えてやっていく必要があるというふう

に思っております。

６月の議会で市町村連携のための予算を認め

ていただきましたけれども、それを踏まえて、

今、私どものほうで各市町村に出向いて、細か

な議論をしているところであります。

それを受けて、先ほど申しましたようないろ

んな役割の分担でありますとか、集約化とか、

そのあたりの方向性を描いていければいいなと

いうふうに思っているところでございます。

○井上委員 例えば医療機関の方です。中山間

地域にいらっしゃる医療機関の方たち、今、来

ていただいているお医者さん方というのは非常

にいい方にたくさん来ていただいていると思う

んです。じゃあ、その方たちにとって、何をプ

ラスしてもらったときに、本当にそこにずっと

居続けてもらえるのか。そこをやっぱり考えて

いかないと、そのお医者さんがいなくなったら

そこの地域医療はもうだめじゃないですか。そ

うじゃなくて、周りの住民の生活圏といわれる

もの、─どの範囲が生活圏ですかと私は何度

も申し上げているわけだけれども、その生活圏

と医者のニーズが合うように、やっぱり知恵を

出さないと。お医者さんもやっぱりここじゃ住

めませんということになったときにはどうする

のかなと、私は思いますけれども。ドクターの

方たちが医者としてのステータスを落とすこと

なく、医者としてのいろんな勉強や学習をしな

いと、学会にも行けないような状態じゃ何にも

ならないじゃないですか。だから、そういう環

境整備も含めて全うした上で、生活圏の中での

医療が全うされるというふうにしていってもら

わないと。その先生に全てをおんぶにだっこで、

もうその先生がいなくなったら、次に来る人は

誰もいないという状況じゃだめなんです。次の

医者にもつないでいけるようにしていかないと

だめでしょう。インターンでも来ていただける

ようにしないといけない。だから、そういうこ

とをきちんと考えて、ここはこんなふうにして

いこうとか、もっと具体性がないと。聞いてい

てこれで効果が出るのかな、とちょっと疑問視

せざるを得ない。全てにおいて、もうこれまで

もやってきたよなと、効果もこうだよなと先が

見えている。

でも、デマンド交通とか地域公共交通に関す

る問題については、これはもう皆さんの課題で

もあるので、ここは思い切った議論ができると

思うんです。今度、高千穂町が高千穂鉄道の公

園化を計画して、また全然違う形をとろうとし

ているわけだから、だったらそこにつなぐとし

たらどうするのかとか、おもしろいことがいっ

ぱいできる可能性が出てきたと思うんです。

ただ壊せばいい、なくせばいいということで

はなく、残すことによって大きな力を今回得た

と思うんです。あれによって、じゃあほかの周

りとはどういうふうにつなぐかとか、おもしろ

くつなぐということを考えていかないといけな

い。大胆に交通として伸ばさないといかんとこ

ろは伸ばすと、そこははっきりしないといかん

です。だから、九州中央自動車道の動きはどう

していくとか、そうしないと先が読めないとい

うふうに思うんです。小さいやるべきこともいっ

ぱいあるけれども、それは今までも継続して市

町村もやってきたわけだから、それだけでは人
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口減少はもちろんとまらないし、人は来ないし、

だけれども整理すべきところについてはきちん

と整理しつつ、維持できる、持続できる地域と

いうのをつくっていかないといけない。知事も

何度もおっしゃっておりましたけれども、「持続

できてそこで暮らせる」、宮崎ひなた生活圏と言

われましたけれども、持続できなきゃだめなの

で、持続させるためにどうしたらいいのかとい

うことは、具体性があったほうが私はいいので

はないかなと思う。

答えは要らないんですけれども、私は以上で

す。

○日高博之委員 ６ページの「県外でＵターン

情報を見ることがあるか」というアンケートで

で、「ない」という回答が71.4％である一方で、

７ページ下段の人口減少対策基金のところの中

段ぐらいに、「都市部の本県出身者の若者を対象

とした情報発信強化」とありますけれども、

ちょっとこれを具体的に教えてもらいたいと思

います。

○米良産業政策課長 例えば、今年度は来月東

京で予定をしておりますけれども、在京の宮崎

県人会や経営者会議など、さまざまな宮崎ゆか

りの方々の集まり、こういった関係者にお声が

けをさせていただいてイベントを予定している

ものでありますとか、例えば、昨年度から県内

就職のための人材コーディネーターを東京に配

置しておりますけれども、そういった方々に大

学を回っていただいて県内出身の方にさまざま

な情報を届けるとか、そういった取り組みを今

始めているところでございます。

○日高博之委員 ここがつかめていないと思う

んです。ここが一番弱いところかなと実際に思っ

ているんです。

そして、多分もう４年になるかな、宮崎県の

高校生が県外に就職するときに、その人たちの

住所録を集めるということを言われたんです。

多分親元の住所だと思うんですけれども、その

住所録を通じて宮崎県のいろんな情報を発信し

ていくと。もう４年になると思うんですけれど

も、そういう効果がそろそろ出てきてもいいか

なと思うんですが、その辺について途中経過と

いうか、今の状況をちょっと知りたいと思って

います。

○川端雇用労働政策課長 その事業につきまし

ては、県外に進学した高校生の親御さんの住所

を各高校や教育委員会等に協力をいただきまし

て収集しております。毎年、そういった就職情

報や関連する冊子などを送らせていただいてお

りまして、個人情報になりますので、どうして

も県外に進学したお子さんから100％情報をいた

だけるわけじゃないんですけれども、昨年まで

に6,000名ほど、ことしで8,000名ほどの規模に

なっております。ちょうど初年度に始めた学生

たちが今度卒業に当たりまして、最初の年

が1,000名ほどでしたので、徐々にそういった効

果が出てくるものというふうに期待はしており

ます。

○日高博之委員 ぜひ、効果をそこで上げてほ

しいと思うんです。ちょうど４年目ですよね、

これは温めてきた取り組みなので、期待したい

と思います。それと、先ほど産業政策課長から

宮崎県人会の人たちとのイベント等ということ

で話がありました。ちょっと小耳にはさんだん

ですが、海外も含めて、各地の宮崎県人会とい

うものを集めて、何か１つのイベントというか

サミットみたいなことを事業化していこうとい

うことを、ちょっと漏れ聞く話もあったんです

けれども、それについて何か御意見をお伺いし

たいと思います。
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○渡邊総合政策部長 今、日高博之議員がおっ

しゃられたのは、おそらく沖縄県などがやって

いるものなんですけれども、例えば沖縄アメリ

カ県人会とか、韓国県人会とかいろいろ県人会

があるようでして、そういった人たちを沖縄県

に何人かそれぞれ代表者をお集めして、そこに

は東京県人会とか福岡県人会、国内の各都道府

県にある県人会の方々も集まって、そして世界

の各国の県人会の方も集まる世界県人会という

ようなものをやっている。そういったことを受

けて、とりあえず本県の場合にはまだそこまで

は至っていないのですけれども、先ほど産業政

策課長より説明がありましたとおり、今回、10

月19日に、ひなたフォーラムということで東京

で県人会とか経営者会議とか高校とか、いろん

な同窓会組織が一堂に会して集まるイベントを

初めて開催します。これを将来的にはぜひ関西

圏や福岡県でもやりたい。そういったことが高

まっていけば、北海道にも県人会がありますし、

あわせてブラジルの県人会、アルゼンチンの県

人会とか、そういった方々もいずれ集まるよう

なことが将来の夢としてできればいいな、とい

うようなことを内々で話をしている状況であり

ます。

○日高博之委員 内々ではなくて、一度やるぞ

みたいな形で何かお聞きしたんですけれども、

事業化することはないということですか。将来

やりたいという希望ということで理解してよろ

しいですか。

○渡邊総合政策部長 まだ具体的に何年後にや

るというようなことではございません。しかし、

先ほど申しましたとおり、まず今回東京でやっ

て、あと全国各地でやって、将来的に先ほど申

しました国外も集めて、そういったことを目指

して、今はまだ検討・研究の段階ではあります

けれども、将来的にはそういったことを目指し

てまいりたいというふうには思っております。

○日高博之委員 そんなことを言いながら、ま

た来年ぐらいに、ぽんと事業化するのが、県の

常套手段ですけれども。それはそれとして、前

向きに効果があるというものがあれば、どんど

んやっていかなくてはならないことではあると

思います。

最後に、８年後に宮崎国体がありますよね。

国体を機に、教育委員会が県外に行っている有

望な選手をＵターンで引っ張ってきたいという

こと、当然、国民スポーツ大会準備課があるの

で、総合政策部も絡んでいると思うんですけれ

ども、ここで示されているＵターン政策では、

そういう人たちを対象には考えていないんです

か。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 国体

の有望選手の関係につきましては、具体のお話

としては就職先をどこに求めていくか、という

個別の話になってまいりますので、個々に当たっ

ていくという形で今進もうというふうにしてお

ります。政策の中で使える制度があれば使うこ

とになると思うんですけれども、それとはちょっ

と別の話として進んでいる、というふうなこと

でございます。

○日高博之委員 せっかく今そういう時期だか

ら、国体があるわけだから、それは別でやるよ

りも、特化してばっちりと政策に当てはめて、

そういう人材をとっていく姿勢が、本当に宮崎

県は天皇杯を目指しているんだという姿勢につ

ながっていくと思うんですけれども。やるとい

う言葉だけで、実際はいいかなという程度の姿

勢くらいにしか見えない。県庁を挙げて最大限

に努力するという話もあったんですけれども、

そういうことなら、しっかり特化して有望選手
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のＵターンに取り組むぐらい、別にやってもお

かしくないと思います。その辺は次長は違うと

言うけれども、違わないような気がするんです

が、どうでしょうか。

○川端雇用労働政策課長 アスリートの雇用に

関しましては、国体の準備の中で既に団体等を

交えた会議が開かれておりまして、本県開催の

数年前には雇用を開始しないといけないという

ことで、私ども雇用労働政策課もスポーツ振興

課と協力して検討委員会を設置しておりまして、

本課も専門委員会のメンバーになっております。

国体を開催する各県で、やっぱりアスリート

専用の就職説明会といいますか、そういうのを

開催しながらそれぞれ募集をしていくという取

り組みをやっております。ですから、そのため

の、求人を出してくださる企業集めですとか、

大学の有望選手への声かけですとか、そういう

ことをやりながら、大会の数年前には、本県で

就職してもらうような取り組みをやっていく計

画になっております。

○日高博之委員 説明会もしている、そうする

と、なおさら人材育成・確保という面では当然

ここにも入って来なくちゃいかん部分じゃない

ですか。国民スポーツ大会準備課は総合政策部

で教育委員会じゃないんですよね。その辺は教

育委員会とやっぱり連携してやらにゃいかん、

という話になってくるのかなとは思うんですけ

れども、ちょっと検討したほうがいいと思いま

す。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 私の

説明の仕方がちょっと足りなかったのかもわか

りません。

有望選手になるべく帰って来ていただくとい

うような確固とした取り組みも既に進んでいる

ので、今後、こういったＵターンなどをする際

の課題となる部分について、情報をどう届ける

かとか、いろんなところとは少し違う取り組み

で動いております、ということを申し上げたと

ころでございます。

そこをしっかりやっていくというところは、

当然ありますし、この政策の中にそういった考

え方を入れるということであれば、検討の余地

は十分あるというふうに思いますが、我々の頭

の中でそういう整理ができていなかったという

ところでございます。

○日高博之委員 ぜひ前向きにお願いします、

有望選手が一旦Ｕターンすれば、宮崎の国体が

終わって、また戻って行くわけではないわけで

すから、就職も含めて対策をやればまた有効だ

と思うんで、よろしくお願いします。

○濵砂委員 せっかくの機会だから、１ページ

の「各市町村の人口の状況について」というと

ころなんですが、2045年の推計人口の2015年と

の比較というところで、これは日本創成会議の

人口減少問題検討分科会で出たやつなんですよ

ね。全国で896市町村、49.8％、約半分が消滅し

ますと。宮崎県は15市町村が掲載されているん

です。これに対する反響とかそういったものは、

県あるいは市町村では話は出ていないんですか。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 市町

村とは、ブロックごとではありますけれども、

今年７月から８月の頭にかけてそれぞれ意見交

換をしてまいりました。その中で国が推計した

人口というのは、市町村ごとでそれぞれおわか

りにはなっているんですけれども、そこへの対

応ということで、やはりそれぞれの市町村が消

滅をしない、生き残っていくんだというところ

をまず前提として考えていくべきだという議論

をしてきたところでございます。

その中で、やはり働く場所や働く人をどう確
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保していくのかとか、それから出生率あるいは

出生数、そういったものをどう確保していくの

かとか、そういったさまざまな課題がある、県

と市町村両方ともそういう認識に立てたのかな

とは思っております。

それから、市町村ごとに置かれている状況は

随分違います。例えば、諸塚村あたりですと割

と小さいところですから、移住とかＵターンな

どで毎年度たくさんきてもらわないと維持でき

ないということではありませんので、その狙う

数量というのをどれぐらいに持って行けばいい

のか、お互いに共有化して目標を設定していき

ましょう、という話し合いをしてきたところで

ございます。現段階では投げかけというところ

までではありますけれども、そういった一つ一

つの課題については、それぞれの状況があると

思います。できるところの目標やイメージを設

定しながら、消滅しない、生き残っていけると

いうところを目指していくというところはお互

いの共通認識になったのかなと思っているとこ

ろでございます。

○濵砂委員 そうなんです。2045年には人口が20

％減少する。前から何回も言うようにその20％

程度減少する人口が全域で20％減少するならい

いんです。県の全域が今の80％で80万人、77万

人になっていく、そしてどの地域でも同じペー

スで減少するということであればいいんです、

これは国も県もそうなんですけれども。ところ

がこれを見ると、50％以上減少する町村がある。

それから、４ページの県内高校卒業生が１

万121名ですよね。今、産まれてくる子が8,000

人ちょっとです。そうすると完全に18年後は２

割が人口減少するんです。おそらく幾らどうやっ

たって仕方がないです。今から１歳の子、２歳

の子を産めと言ったって産めんわけですから、

それがもう目に見えてわかっている。どこの市

町村も全部わかっているんです。わかっている

んですが、それを踏まえた上でやっぱり生き残っ

ていかにゃいかん。

例えば、市町村長の中に、俺たちは絶対潰れ

んぞ、俺たちは生き残るんだと、そういった何

か気概があるような前向きな気持ちというのは

出て来ないんでしょうか。上辺の話では、消滅

可能性都市と、みんながいつも聞いているとお

りなんですが、この日本創成会議が出した消滅

可能性都市というのは、これは非常にダメージ

です。もう地域によっては本当にダメージなん

です。

そこで、俺たちはそんなものには負けんぞと、

例えば３つの村があれば、３村の村長が一緒に

なって連携してこういうものを我々はやるんだ

と、提案したものに対して人口減少対策の資金

を出してくれ、というものが出て来んのかなと

思って、どうも何か寂しいような気がするんで

すけれども、県もそういった働きかけをしない

といかんのではないかと思います。厳しいとい

う事実は、データを見て、みんなわかっている

んです。要は、将来なくなると言われていると

ころ、ここが問題です。だから、そういった市

町村長を集めて、あなたたちのところが将来こ

うなるんですよ、あなたたちの地域のことです

よ、何かしないといかんでしょう、というのを

実際に突きつけてやるのも一つの方法かと思う

んですが、どんなでしょうか。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） こう

いった人口の問題というのを考えていく上で、

それぞれの市町村長の皆さん方がどのように思

われるかというのが非常に大きな課題だという

ふうに思っております。国の推計は推計として、

そんなに大きく外れることはないとは思いなが
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らも、そこをしっかりそれぞれの市町村に見て

いただく作業、それから、その中で今どこに手

をつけなきゃいけないか、例えば、山間部であっ

たら、就業場所としてはやはり１次産業という

のは大きなシェアを占めていますから、ここを

どう維持していくのかという問題があります。

それから高齢化が随分進んでいるところがござ

います。元気な方もたくさんいるんですが、例

えばかなり山奥に住んでいる方々が介護状態に

なったときにどうフォローしていくのか、そう

いった対応をどう考えていくんですかというの

は、もう今やらなきゃいけないというお話がご

ざいます。そういったさまざまな問題があるん

ですけれども、そういったことについては７月

に町村会、市長会にそれぞれ行きまして、私か

ら御説明をしたというところでございます。そ

の中で、県としても基金を積んだわけですから、

いろんなところで相談があれば、それなりに柔

軟に考えていけるような素地もあるということ

で、できる限り御相談をいただきたいという投

げかけもしたところでございます。その上で、

ブロックごとに担当の課長さん方との話し合い

をしたというのが、現状でございます。その中

で、市町村によっては県の補助事業等について、

例えば地元の特産を使ったような１次産業の就

業の仕方というのをこんなふうにできないだろ

うかとか、地域の足の確保についてこんなこと

ができないだろうか、という御相談がかなり出

てくるようにはなってきたところでございます。

ただ、それが全て県のほうを見ていただいてい

るかというと、なかなかそこまで現時点では至っ

ていない部分もあるのかなというふうに思いま

すので、こういった取り組みもしっかりやりな

がら、継続的に粘り強くやっていきたいと思っ

ております。

○濵砂委員 26市町村ありますけれども、これ

は生き残りをかけてやるというのは首長の当た

り前の責任で、これは潰れるところも生き残る

ところもある、競争の原理だからこれはもう仕

方がないです。だから、もっとやる気を出して

もらって、県が隅々まで手を伸ばしてというの

はなかなか厳しいから、例えば７医療圏ぐらい

のレベルのものは構想的なものを持たにゃいか

んでしょうけれども、具体の小さいものにまで

県が助言するんじゃなくて、市町村独自に生き

る道をちゃんと見つけて進みなさいという、そ

ういった協議会というのも必要じゃないかと思

うんです。

それから、もう１点、各市町村だろうと思う

んですけれども、こういった人口減少地域に県

の職員を割り当てて相談機能をつくるという話

だったんですが、これはどこに職員担当を置い

ているんですか。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 現時

点ではありますが、国や県の補助制度等の相談

窓口としてではありますけれども、総合政策課

と中山間・地域政策課で、それぞれ１市町村に

対して１人、担当窓口を置いているというとこ

ろでございます。その担当者につきましては、

各ブロックを周る意見交換の場には必ず出席を

してもらい、個別の市町村との意見交換をやっ

てもらうという形に今なっているところでござ

います。

○濵砂委員 それは26市町村全部にですか。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） １人

で２カ所もっているような場合もありますけれ

ども、基本的に１市町村に対して担当者を１人

つけているという状況でございます。

○濵砂委員 じゃあ、過疎地域とかそういう限

定じゃなくて、26市町村全体に相談機能を個人
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別に張りつけているということなんですか。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） そう

です。

○濵砂委員 なるほど、私は、将来著しく人口

が減少する可能性のある市町村に、県職員がダ

イレクトに、身近に入っていけるような相談機

能・情報集約機能を備えているのかなと思った

んですが、そういう制度はないのか。知事の話

もそういうふうに受けとめたんだけれども、そ

うじゃなかったのか。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 担当

窓口をつくったというものは、全ての市町村と

いうことであります。

話をしていく中で、市町村ごとにやっぱり状

況は違います。そういった違う状況であるとい

うことを踏まえて、それぞれの担当者にそれぞ

れの市町村のデータを持たせて分析をさせた上

で、その相談に応じていくという形にしている

ところでございます。

○濵砂委員 要は、やっぱり１ページの（２）

の図で目に見えて減少して、濃く塗ってある市

町村ですよね、日本創成会議の消滅可能性都市

に指定された15市町村とは違いますが。一方で、

消滅可能性都市の15市町村には、綾町も入って

いるんです、何か抗議するぐらいの気持ちはな

いんでしょうか、何でそんなことを書くのかと、

俺たちは潰れんと。この中の小林市や日南市だっ

て消滅可能性都市です。日本全国にこんなこと

を公表されて、何で怒らんのかなと思って、そ

れは県も含めてなんですけれども。憤慨をしな

がら、十分頑張ってもらわんといかん。

それから、部長にお願いしたいんですが、過

疎地域の指定、これはぜひお願いします。この

前も一般質問の中で話もしたんですけれども、

過疎債と辺地債では全然使える内容が違うんで

す。過疎債は資金も10倍ぐらいありますし、辺

地債ではハード事業しか使えない一方で、過疎

債のほうはかなりの範囲で使えますし、やっぱ

り一つの大きな過疎の原因というのもこういっ

た適用の可否というのもあるものですから、こ

ういうのもぜひ使えるように、前回入っていな

かった地域、実際には過疎地域であっても過疎

指定がなされていない地域については、宮崎県

だけの問題じゃないでしょうけれども、全体と

一緒になってぜひ指定の獲得をお願いをしてお

きたいと思います。よろしくお願いします。

○渡邊総合政策部長 今、濵砂委員からおっ

しゃっていただきましたことは、ことし５月に

知事が関係省庁を周りまして陳情したところで

ございます。結果がどうなるかはまだわかりま

せんけれども、地方の実状というのは強く訴え

たところでございます。

○濵砂委員 よろしくお願いします。

それから、この濃く塗ってあるところです。

五ケ瀬町、日之影町、諸塚村、椎葉村、美郷町、

都農町、それからえびの市、串間市、ここら辺

は担当を誰か置いてください。市町村もデータ

を含めて全部首長さんはわかっておられると思

いますけれども、やっぱり身近に相談に乗って

くれる県庁の優秀な職員を担当としてちゃんと

つけて、課題を吸い上げて県に持ち帰って、そ

れぞれ検討や協議ができるような体制をぜひつ

くってください。

今度、私は一般質問でまた言いますから、そ

のときまでにちゃんと検討していい返事をくだ

さい。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） これ

までの進め方といたしまして、先々を見たとき

に、やはり市町村と政策をつくっていくという

のは非常に重要なことだと思っております。県
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だけで物事を見ていて、それでうまくいくのか

ということになってくると、なかなかそうはい

かない部分も多いのではないかと思っておりま

すので、目指すところはやはり一緒につくって

いく、役割分担は当然出てくると思うんですけ

れども、どういった役割でいこうかというよう

なところまでしっかり話ができるという関係を

つくっていきたいというのがもともとある考え

方でございます。

その中で、専門ではありませんけれども、ほ

かに業務を持った上でということでありますけ

れども、まずはそれぞれの市町村の担当者をつ

けて、ちゃんと相談を受けながら、政策なりを

しっかり考えていく形をまずはつくっていきた

い、というところでございます。その中での現

段階での窓口という位置づけなのかな、と私は

思っているところでございます。目指すところ

はやはり一緒に考えていける関係をつくってい

きたいというところでございますので、先々の

ところも踏まえて、今後どのように持っていく

かということについては、また考えていきたい

と思っております。

○濵砂委員 平等性も必要です。たださっきか

ら何回も部長も言われたように都城市、延岡市、

宮崎市というのはこのまま自立できるんです、

誰が何といっても、ここは残ります。私が言う

のはそれ以外の残らない地域です。もう目に見

えて数字にあらわれてきている、この辺をどう

するかというのをもっと寄り添って考えてくだ

さい。そこに担当職員をちゃんと置いて、そし

てどういう状況にあるかというのを把握をして、

そして対策を出してくださいという話をしてい

るんです。どうですか。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 特に

人口減少が厳しいと思われるようなところもご

ざいますので、そういった方向性の中で15市町

村で、全部が全部できるかどうかというのはわ

かりませんけれども、そういうところは頭に置

いてやっていきたいと思っています。

○有岡委員 別添の資料の調査結果の中から３

点ほどお尋ねしたいと思います。７ページにな

りますけれども、給与水準を重視するポイント

で選んだ理由ということが複数選択の中であり

ますが、「将来に備えて貯金をしたいから」とい

うのが１番目にありますけれども、２番目に「趣

味や自分の好きなことに多く使いたい」、この成

功例で宮崎の場合はサーフィンでのＵターンと

か移住というのが成功しているのかなと思って

おります。その中での「奨学金の返済があるか

ら」という理由、少しでも早く返したいという

思いからこういう給与水準を重視するんだろう

と思っているんですが、本県の場合は県内企業

で就職する若者に対する奨学金の返済支援とい

う制度が今進んでいると思うんですが、ここら

辺の更なる内容の充実と、そしてＰＲといった

ことを全面に出していいんじゃないかと思うん

ですが、現状はいかがでしょうか。

○米良産業政策課長 奨学金の返還支援事業と

いうものに取り組みまして、今３年目になって

おります。実績として２年間の実績が出ており

まして、初年度の平成29年度は19名、昨年度、

平成30年度は32名に対して、返還の支援対象者

として決定したところでございます。

予算規模としては40名程度を想定して組ませ

ていただいておりますので、そこにまだ少し到

達していないという状況もございますが、これ

はもともとは100名近い方を認定しまして、結果、

企業に就職しなかったことであったり、奨学金

を借りている人が少なかったりということで

あってこのような結果になっておりますけれど
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も、できるだけ多くの方に支援をしたいという

考えは持っておりますので、また県内の産業界

にも十分ＰＲをしながら、あるいは各就職説明

会であったりいろんなイベント等でもそういっ

た広報活動をしておりますし、この奨学金返還

支援制度を告知するためのイベント等もやって

おります。さまざまな形を通してＰＲ活動を行っ

て、多くの方を支援できればというふうに思っ

ております。

○有岡委員 子供たちの就職に影響力があるの

は保護者と先生という数字が出ておりますが、

やはり先生方にもこういう奨学金を支援する制

度があるということをしっかりお伝えして、やっ

ぱり子供たちには教育現場の中からでもそうい

うアドバイスをする、そういう仕組みをつくっ

ていくと100名では足りないぐらいどんどんふえ

てくる可能性があると思います、もっと幅広く

ＰＲしていただくといいなと思っております。

もう一つ質問させていただきますが、「将来に

備えて貯金をしたい」というふうなことで１番

目の希望がありますが、私の記憶では富山県の

ＣＭだったと思うんですが、20代の３組ぐらい

の夫婦が出られて、20代で家を建てましたとい

うようなキャッチコピーでＰＲしているんです。

宮崎県でも、夫婦で頑張って20代で家を建てよ

うじゃないかという、それぐらいのメッセージ

があると、もっと若い人たちが宮崎に残って頑

張れるという目標になるんじゃないかなと思う

ですが、そういうメッセージ性のあるアピール

というのをもっとやられていいんじゃないかと

思うんですが、いかがですか。

○米良産業政策課長 今、委員がおっしゃった

ような富山県のような形でというのは、今現在

はできておりませんけれども、宮崎の暮らしや

すさであったり、物価が低いですとか、通勤の

時間がかからないとか、そういった宮崎のいい

面を積極的にＰＲをしていくというような取り

組みは日ごろからやっておりまして、そういっ

たものをＤＶＤを使ったり、ネットに上げたり、

ＳＮＳで発信したりとかそういったところは今

取り組んでいるという状況でございます。

○有岡委員 今申し上げたのは、要するに若い

ときにもう家をつくって、家庭をつくって幸せ

になれるんだと、はっきりと若い人たちに、10

代の人たちにもメッセージとして伝えるような

インパクトのあるＰＲをしていくことが、やは

り自分たちの明確な目標として設定できるん

じゃないかと思うので、また検討いただきたい

と思っております。

資料の４ページに戻りますが、宮崎に戻る意

思がある理由の中で、「宮崎で起業をしたい」と

あるんですが、今の若い人たちの中では起業し

たいというニーズは大変高いと思うんですね。

そういった意味では、今回の30億円の人口減少

対策基金の中で、地域課題の解決に取り組む起

業者への支援金の給付という予算があるわけで

すが、ここら辺をもっとわかりやすく、みんな

にアピールしていくと、起業する人たちに、そ

して宮崎に帰ってきてこういうことをやりたい

というところのマッチングがもっとうまくいく

ような気がするんですが、そこら辺のＰＲとい

うのはいかがなんでしょうか。

○米良産業政策課長 今委員のおっしゃった事

業、商工観光労働部のほうで実施をしておりま

す。詳細は承知しておりませんけれども、さま

ざまな場面でＰＲをしているかと思います。あ

わせまして、私どもの人材育成の事業であった

り、その中で起業をしたいという方への支援で

あったり、あるいはビジネスプランコンテスト

の支援であったりとか、そういったところも含

令和元年９月26日（木曜日）
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めて、起業の助成といいますか、本県で起業し

やすいといったような発信をやっていきたいと

いうふうに思っております。

○有岡委員 最後に、要望しておきますが、有

楽町のＵＩＪセンターにも何度か行くことが

あったんですが、そこでは高知県がワンフロア

を借りまして、県内ほとんどの市町村が来られ

て、ＵＩＪターンの説明会を開いたんですね。

本県においても26市町村の移住担当者の皆さん

が一緒に、有楽町の会場に足を運んで、そこで

直接説明をする。そして、そのときのニュアン

スというんですか、それをしっかり持ち帰ると

いうような仕掛けが必要だと思っていますし、

このアンケート調査を生かすためにもどういう

課題を持って、どういうアピールをするかが、

人口減少の対策そのものになるということです。

県内市町村の担当者がしっかり把握できるよう

な仕掛けをやっていただけると、この施策がま

だまだ充実していくのかと思っていますので、

ぜひ市町村との連携というのをもっともっと強

化していただくとありがたいと思っています。

以上です。要望で終わります。

○太田委員 資料の２ページの一番下の表があ

りましたけれども、市町村別のＵＩＪターンの

状況で、この中の町村でいえば、川南町がほか

を抜きん出て、移住者が多いようですけれども、

これは何か理由がありますか、こういう特色が

あるんですよとかいうような。

○日髙中山間・地域政策課長 川南町につきま

しては、やはり町として外から人を、移住世帯

をふやそうという取り組みに熱心でございまし

て、外から来る方向けの住宅の整備ですとか、

また、誘致企業としてキウイ関係の業者が入っ

ていて就職先も一応確保できていること、それ

と住宅の施策も含めてセットで外から人を呼び

込もうということで、一生懸命やられておりま

すので、町村部ではかなり多い数が確保できて

いるという状況でございます。

○太田委員 わかりました。今度は、３ページ

の移住支援金事業、これもぜひ成功させてもら

いたいんですが、今説明を聞いたら、実際は10

月22日以降でしか実績として出てこないという

ことなんですが、これは26市町村とも予算が組

まれて、申請窓口がつくられているんですか。

○日髙中山間・地域政策課長 これにつきまし

ては、県も６月の補正予算でやりました関係で、

市町村が一部９月、今度の議会で予算を用意す

るというところもございますので、10月22日に

は多分間に合うようにはなるのかなと思ってい

るんですけれども、一応そういうことで、10月

末をめどに準備を進めているという状況でござ

います。

○太田委員 そしたら、26市町村全部でこうい

う制度をつくっていただけるという見込みでい

いですね。

○日高中山間・地域政策課長 国が最初用意し

ました、東京圏からの移住施策につきまして

は、26市町村全てやるということなんですが、

県独自で追加しました分については、県が公表

した時期がちょっと遅かったものですから、そ

れに間に合わなかった市町村等もございまして、

一部でできないというところが出てくるかもし

れませんけれども、国の支援金については26市

町村全部で実施するということになっておりま

す。

○太田委員 わかりました。あと２つ。７ペー

ジ、有岡委員が質問しました奨学金の返還支援

の件ですが、３年間もう既にやっているんだよ

ということはわかりました。これは、私たちも

こういうことをＰＲしないといかんものですか
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ら、窓口や手続がどういうふうになるかちょっ

と教えてください。これは例えば窓口としては

県の総合庁舎とかですか。返還事業の申請とい

うのは、企業がやるんですか。

○米良産業政策課長 行政側の窓口としては、

私ども産業政策課で大丈夫です。申請のほうは

学生さんが企業を通して申請をするという形に

なります。

○太田委員 わかりました。最後です。今度は、

別添の資料、その中の22ページと26ページ、こ

れは趣旨としては似たようなアンケートを取ら

れたんじゃないかなと思いますが、正社員、非

正規社員の確保の状況と、事業所での人材の採

用方針というのがありますが、総数で大方見て

みると、正社員については不足していて増にし

ないといかん、という希望のところが多いのか

な、それから非正規社員についても不足してい

て増にしないといかんと、現状維持というのも

多いですけれども、この表２つを見たときに、

どんなことが言えるのか、読み取ることができ

るのか、ちょっとそれを教えてください。採用

したい、という意向が強くあるんだなというふ

うに見て取れますけれども。何か意見があれば、

なければいいです。

○米良産業政策課長 私どもがこの結果を見て

分析をしましたのは、一つは大体５割、６割の

採用がなかなかできていないということなんで

すけれども、正社員の確保がより厳しいと。正

社員は無理だったけれども非常勤の採用は少し

できているというような結果も出ております。

それから、当然のことではありますけれども、

特に不足しているのが若い層、20代までの若い

層が不足をしているという状況で、なかなかや

はりここが厳しいのかなというふうに感じてい

るところでございます。

○前屋敷委員 この人口減少問題をどう対策す

るのかという点では、各地方自治体での取り組

みもそれは確かに大事なんですけれども、基本

はやっぱり国の施策のおくれと、これを正すこ

とを同時にやっぱり進めていかないといけない。

どうしても給与の問題、最低賃金の問題だとか、

それから奨学金の返済にかかわる問題だとか、

やはり国の施策としての給付型奨学金のおくれ、

世界的に見ても日本がおくれているという問題

なども、やはりそこも正していかなければ、こ

の問題はずっと解決がつかないという状況にあ

ります。国に対しても県からの積極的な要望も

しつつ、やはり県としても足りない分は補って

いく、また自治体の足りない分も補っていくと

いうところが大事だというふうに思います。

それで、今回アンケートをかなり頑張ってとっ

ていただいて、データも出ているんですけれど

も、このアンケートの５ページで、「将来的に宮

崎に戻る可能性がない」を選んだ方でも、戻る

ためには何が必要と思うかというところで、「充

実した公共交通網の整備やプライベートを楽し

むことができる住環境」、それとあわせてやはり

「県外企業と同程度の給与水準」というのが上

げられていますが、やはり住み続けることがで

きる住環境、これはやはりさっき井上委員もおっ

しゃられましたが、医療や教育の問題、交通の

問題もそうですけれども、やっぱりこういうも

のをどうちゃんと整えていくかで、地元に戻る、

あるいは県外からの移住の可能性がふえてくる

し、来てもらっても住み続けられなければ、定

住には結びつきませんので、そういうところを

どう整えていくかということ。

それともう一つは、情報の発信が非常に少な

いという点で、「Ｕターンに関する情報を見かけ

ることがあるか」という問いに対して、ないと
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いう回答が71％もあるという点では、もっともっ

と積極的に宮崎の魅力であるとか、そういうこ

ともやはり大いに発信する、そういう住環境を

整えながらの話なんですが。Ｕターンのみなら

ず、県外の移住者の方々にもここは非常に渋く

うつるところだと思いますので、県だけでなく、

各自治体もやはりそういう発信をするというと

ころで努力が必要かなというふうに思うんです

けれども、意見も添えてですが、何かありまし

たら。

○米良産業政策課長 最初の住環境の整備とい

うところですが、アンケートの結果でもこうい

うふうに出ておりますし、委員御指摘のとおり

かと思っております。取り組みといたしまして

は、先ほどから話が出ておりますように、いろ

んな学校の問題、病院の問題などさまざまあり

まして、オール県庁で総合的に議論をする場等

も設けておりますので、そういったところで議

論しながら、全体で連携して取り組んでいきた

いというふうに思っております。

それから、情報発信のところにつきましても

７割程度が認知していないということで、私ど

もとしては、これまでもさまざま取り組んでき

ているつもりなんですけれども、やはりどうし

てもまだまだ届ききっていない。届いていても

見ていただけていないとか、そういった事情も

あろうかと思っております。さらに、強化をし

ながら、また昨年度あたりから取り組んでおり

ますような、コーディネーターを活用してです

とか、県外大学との連携協定を活用して、さま

ざま取り組みを進めながらやっていきたいとい

うふうに考えております。

○川端雇用労働政策課長 Ｕターンの情報をな

かなか見てもらえないということで、例えば、

若い人向けのＳＮＳを使った情報発信、先ほど

日高委員にも説明しました保護者へ向けての資

料の送付、そのほかにも、県外で30歳のハロー

ワーク事業ということで、６月補正で上げさせ

ていただいたんですけれども、県人会の若手の

方を集めたイベントに同席させていただいて、

Ｕターンや移住の情報を流して、要はイベント

とコラボレーションしながら、一緒にさせてい

ただくような取り組みもあわせて、情報発信を

するという形でさせていただいております。

○安田委員 東臼杵郡と西臼杵郡、大変高齢化

が進んでいる状況でありますけれども、東臼杵

郡では地域が変わればそれこそ環境も違うし、

産業も大分がらっと変わってくるところであり

ます。炭づくりをしたりとか、農業をしたり、

そしてまた森林、林業ですね、そういうものに

特化した地域だと思っているんですけれども、

やはり移住に対して、地域を限定して政策を立

ててほしいというのがあります。

2045年推計人口の対2015年比率ですが、ブル

ーの濃い地域、比率を見ますとこの地域で人口

をちょっとふやしてほしいなという思いがあり

ますので、限定した移住対策を考えられないの

かなということで、ぜひお願いをしたいと思い

ますが、それについて何かございましたらお願

いします。

○日髙中山間・地域政策課長 東臼杵郡のみ限

定で、というのはなかなか難しいですけれども、

念頭にありますのは、全体の移住者数としては、

一定数あるにもかかわらず、そのほとんどが宮

崎市などの都市部に移住している、ということ

です。特に、農業をされる方も施設園芸を目指

されてこられた方が多いので、山間部になかな

か呼び込めないということもありますので、そ

の辺につきましては移住支援金というお話をし

ましたけれども、それに農政水産部と環境森林
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部のほうとも協力しまして、就業しやすくなる

ように地元に帰ってくる、実家を継ぐような方

たちを支援できるような回帰支援金を一緒に交

付したりとか、そういった形の政策はやろうと

しております。一方で、いろいろ話を聞いてき

ますと、山間部に行くほどかえって住むところ

がなかったりとか、空き家はあるけれども貸し

てもらえないなど、いろんな問題が重なってお

ります。そういったところで、本気で地元が受

け入れるというつもりになっていただかないと、

なかなか難しいというところもございますので、

市町村と意見交換しながら、特化した施策なり

ができるのであれば、考えていきたいというふ

うに考えております。

○安田委員 市町村が、行政としてちゃんとし

た対応をしていただければ、人口もふえるとこ

ろもあるのかなと思っているところであります

けれども、Ｕターンというのも、なかなか難し

いところでありまして、40歳前後の方々は一度

都会に出て生活したら、よほどのことがない限

り、向こうの生活がよくてなかなか帰ってこれ

ないというのも事実であります。年がいったら

帰ってくるかもしれないけれども、その間はな

かなか帰ってくることは考えられないよね、と

いうのが、私の同級生の反応でありましたので、

そういう対策をちゃんと立ててほしいと思いま

す。

また、地域おこし協力隊ですが、これは各市

町村でやっていると思うんですけれども、資料

の３ページによれば、23世帯が残って、地域お

こし協力隊として移住してきたようですが、全

体としては何％ぐらい残るものなんですかね。

○日髙中山間・地域政策課長 大体県内で70名

程度が毎年地域おこし協力隊として活動してい

ると思いますけれども、定住率というか、３年

経過後に地元に残るという確率でいきますと、

大体６割程度、これは本県のみではなくて全国

的に大体そのくらいの数が定着しているという

ような状況でございます。

○安田委員 いわゆる移住者の方の話を聞くと、

地域が好きだったり、また働いている産業や、

地域の人たちの人間性が好きだとか、やっぱり

個人個人の移住に対する気持ちというのはいろ

いろ違うと思うんですよね。

例えば、美郷町の北郷地区では、子供を自然

の中で豊かに育てたいということで、自分たち

で自然学校みたいなものをつくって、チラシも

自分たちでつくって子供たちを呼び込んで、自

然の中で教育をするというような方もおられる

んですよね。やっぱり、その方もよそから移住

しておりまして、こういう特色のある移住も今

後はふえてくるんじゃないかなと思っているん

です。

先ほどから、給与水準が最低ラインだという

ような話もありますけれども、その反面で宮崎

県に特化した移住のあり方もあるんじゃないか

なというふうに思います。いわゆる職業とかそ

ういうのじゃなくて、地域がいいとか、この地

域で子育てをしたいというような親もいらっ

しゃいますので、そういうのもちょっと力を入

れていただきたいなという思いがあります。

あと学校についても、高校や中学校はキャリ

ア教育にすごく力を入れているとは思うんです

けれども、やはりこの地域から出さない、出し

たくない親御さんも、保護者の方々もいっぱい

いるんですよね。その気持ちにも応えたいと思

いますし、高校卒業後の就職に関しても、就職

説明会は子供たちに対しても大事なんですけれ

ども、やはり親への説明も今後は大切になるん

じゃないかなという思いもしますので、ぜひそ
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こも人口減少対策の一つに加えていただくとと

思います。よろしくお願いします。

○日髙利夫委員 最後に申しわけないんですが、

一点だけ、今の移住の関係、それからいわゆる

ＵＩＪターンの関係なんですが、この前、議員

の新人研修がありまして、私と公明党の坂本議

員と二人でふるさと回帰支援センター、ＵＩＪ

センターですね、あそこをちょっと見学をさせ

ていただきました。

話を聞くと農村への回帰現象というか、そう

いうのがひそかなブームになっている、ですか

ら移住が今都会でブームになっているという話

だったんですね。ただ、そこでは市町村は登録

をしなくてはいけないんですかね。宮崎県の市

町村が余り登録されていないんですよねってい

う話を聞いたんで、その辺のところがもし、情

報がわかったらお伺いしたいなと思います。市

町村ごとに登録してそれで情報を提供すると、

そういうシステムになっているみたいですけれ

ども。

○日髙中山間・地域政策課長 ちょっとそこは、

私は把握していないんですが、基本的には県が

そこに職員を置いていますので、県内市町村の

全ての相談を受けますし、先ほど有岡委員から

もあったんですけれども、県内市町村の担当者

を連れて、全体での移住相談会というのもやっ

ております。回帰センターの会議室を使ってやっ

ておりますし、年間で10回ほどセミナーを開催

する枠を県としていただいていますので、県と

してやる場合と市町村がやる場合、あわせて年20

回程度はテーマを絞ったセミナーも回帰センタ

ーでやっております。その会員登録の有無に係

る支障というのはちょっと私も把握していない

ところです。済みません。

○日髙利夫委員 その点はまた調べておいてい

ただきたいと思います。センターで言われたの

が、移住希望地のアンケートをとると、宮崎県

は全国で８位か９位ぐらいで、大体いつもベス

トテンに入ってくるらしいですね。ですから、

宮崎県はやっぱり非常に魅力のあるところだと

いうことを言っておられました。その中で、Ｕ

ＩＪターンで企業に勤めるというのが、就職先

としては一番多いんですけれども、15％ぐらい

は農業ということで、都会の方が農業に魅力を

感じている。

これは、企業とは大分差が開くんですけれど

も、15％といっても２番目に多い職種らしいん

ですね。ですから、そういうことを考えると、

宮崎は今農業で注目されているんですよという

のを言われていましたので、ぜひそういうとこ

ろに情報をばっと集約できるような、資料の６

ページでさっきから言われている情報発信の問

題ですね、何回も言われていますけれども、結

局それがうまく集約できていないところがある

んじゃないと思うんです。ですから、そういう

ところから、都会に向けてぱっと発信できるよ

うな、そういうシステムをぜひうまく構築して

いただきたいと思っています。センターも非常

に期待をされていましたので、よろしくお願い

します。

○日髙中山間・地域政策課長 先ほどの回帰セ

ンターの市町村の登録の話ですけれども、市町

村単独として会員に登録しているかどうかの話

のようでございます。

会員登録しますと、回帰センターのほうから

メールマガジンとかそういった情報が相談者の

ほうに直接行くとか、そういう若干の特典があ

るようですけれども、基本的には私ども県が県

内市町村をまとめておりまして、一緒にやって

いるところです。特段、市町村のほうから困っ
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ているとか、何か不足しているという話は、今

のところは聞いていないところでございます。

○武田委員長 これで終わりたいと思います。

執行部の皆様は御退席いただいて結構です。お

疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時56分休憩

午前11時57分再開

○武田委員長 委員会を再開いたします。

それでは、協議に入ります。まず、協議事項

１、県外調査についてであります。10月16日か

ら18日に実施予定の県外調査ですが、資料１を

ごらんください。

前回の委員会におきまして、県外調査先につ

いて正副委員長に御一任いただきましたので、

ごらんのような日程を作成いたしました。

暫時休憩いたします。

午前11時58分休憩

午後０時01分再開

○武田委員長 委員会を再開いたします。

県外調査につきましては、調査先との調整も

ある程度進めさせていただいておりますので、

先ほどの時間のところを訂正いたしまして、こ

の案で御了承いただきたいと思いますが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○武田委員長 ありがとうございます。それで

は、そのように決定いたします。

なお、諸般の事情により若干の変更が出てく

る場合もあるかもしれませんが、正副委員長に

御一任いただきますよう、よろしくお願いいた

します。

次に、協議事項２、今後の委員会についてで

あります。

まず、次回の委員会ですが、11月１日金曜日

に開催を予定しております。次回の委員会では、

委員からリクエストがありました西米良村を現

地調査したいと考えております。なお、行程案

は資料２のとおりになっております。

御意見があればお伺いいたします。よろしい

ですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田委員長 特にないようでありますので、

次回の委員会の内容につきましては、資料２の

ように進めさせていただきたいと存じます。よ

ろしくお願いをいたします。

なお、その次の委員会は11月議会開会中の12

月９日月曜日に開催を予定しております。12月

９日に開催予定の委員会について、執行部への

説明資料要求について何か御意見・御要望はあ

りませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田委員長 ありがとうございます。それで

は、一任ということでしたので、そのような形

で委員長、副委員長に御一任をいただきたいと

思います。

最後に協議事項３のその他で、委員の皆様か

ら何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田委員長 それでは、次回の委員会は11月

１日金曜日、現地調査を予定しておりますので、

よろしくお願いいたします。

以上で本日の委員会を閉会いたします。

午後０時03分閉会
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